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研究成果の概要（和文）：研究代表者は中国山東省 Z 市の中高生と保護者を対象とする質問紙

調査を実施し、大学授業料や学生への経済的支援に関する中高生の情報所有、進路選択に及ぼ

す経済的知識の所有の影響などについて研究成果を発表した。同市では、中 4 と比べ高 3 の大

学授業料や奨学金の情報所有は家庭的背景に強く影響される。経済的知識の所有は中 4 の進路

選択・学歴希望に有意な影響を及ぼさないものの、高 3 の大学院進学志向に有意な影響を与え

ることが検証された。 
 
研究成果の概要（英文）：As the research representative of this study, I conducted student 
and parent questionnaire surveys in the city Z in the east of Shandong province in China. 
Then I gave publications about the findings including effects of information concerning 
college tuition and student assistance on students’ educational expectations. In this city, 
Grade Twelve students’ economic information possession is influenced by family 
background more strongly than Grade Nine students. Though it has no effect on Grade 
Nine students’ choice of a career and educational expectations, economic information 
possession has significant effect on Grade Twelve students’ desire whether they want to go 
to graduate school. 
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１．研究開始当初の背景 
アメリカでは、大学進学機会の格差是正が

進まない要因の１つとして、情報ギャップ

（授業料、各種奨学金、高卒と大卒の生涯賃

金格差等の情報偏在）の存在が着目され、多

数の実証研究が蓄積されている。大学進学に

必要な費用を過大に推計することと、大学進

学の便益や学生支援を過小に見積もること

は、低所得層出身者の進学の見合わせにつな

がりかねないとの知見等が示されている 

(Terenzini など、2001）。適切な情報提供

は進学機会の格差是正に寄与するという観

点から、学校現場でカウンセラーの配置等を

通して、経済的情報の提供に取り組む実践が

なされている(『米国における奨学制度に関す

る調査について』、2010)。 
関東地方にある A エリアの中高生を対象

とする質問紙調査のデータを用いた、本研究
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代表者(2010)の分析では、日本においても、

大学授業料の認識や奨学金制度の認知は中

高生の進路選択･最終学歴希望に対して有意

な影響を及ぼす。とりわけ奨学金制度の認知

の影響が強い。このような知識をもつ生徒は

そうでない生徒と比べ、積極的に進学校、大

学を選択し、高い学歴を希望することが確認

された。また、生徒の経済的知識の所有は、

家庭の経済的文化的背景と相関がある。低層

の子どもは情報取得において不利な立場に

置かれている。ただし、日本の場合、公財政

により提供される奨学金は有利子と無利子

のローンのみで、低層向けの給付奨学金がな

い。大学授業料の免除枠も限られている。こ

のような学生経済支援制度の、中高生の進路

選択に与える影響はそもそも限定的である

可能性がある。 
中国は教育費の私的負担が大きい、大学授

業料が多様化しているといった面で日本と

共通点を有するものの、異なる面もある。(1)
中国の高校では、授業料が徴収される。学校

内、学校間、地域間の授業料徴収額にばらつ

きがある。(2)学生への経済的支援は、ローン

だけでなく、低層向けの給付奨学金(2007 年

以降、平均で在学者の 20％に支給)と優秀な

学生に支給する給付奨学金も設けられてい

る。そのため、進学費用・学生経済支援策に

関する情報の所有は、中国の中高生の進路選

択に強い影響を及ぼす可能性があると推測

される。中高生の進路選択に対する教育費負

担の影響や学生経済支援策の効果の実証研

究にとって、中国は格好の場と思われる。と

りわけ、中高生の進路選択に及ぼすローンと

給付奨学金の影響（効果）の違いに関する実

証研究が可能となる。 
日中両国において、本研究のテーマに関す

る先行研究が欠如している。理由の 1 つとし

て、研究者の研究領域の「縦割り」が挙げら

れる。高等教育の機会問題を考察する研究者

は大学の教育費負担、学生経済支援および支

援効果に焦点を当てるものの、これらの政策

等が中高生にどのようなインパクトを与え

るかを研究の射程外に置きがちである。一方、

中高生の進路選択に焦点を当てる研究者た

ちも、高等教育政策等の中等教育に及ぼす影

響にそれほど強い関心を寄せない。このよう

な研究関心の「縦割り」が、本研究に関する

先行研究の少なさにつながったのではない

かと推測される。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、中国山東省Ｚ市の中学 4
年生、高校 3 年生を対象とする質問紙調査を

実施することによって、進学費用、学生経済

支援策に関する中高生の認識状況、このよう

な経済的知識の所有を規定する諸要因、進路

選択に及ぼす経済的知識の所有の影響等を

明らかにすることにある。 
 初年度では、調査のための準備を行い、質

問紙調査を実施する。次年度では、データの

分析、国内・海外への研究成果の発信、調査

エリアへの結果還元に力を注ぐ。研究の成果

は、日中両国の中等教育段階の生徒の進路選

択・進路形成、教育機会に対する教育費負担

の影響、学生経済支援策の社会的効果などの

研究課題にとって、重要な補足または空白を

埋めるものとなる。 
 
３．研究の方法 
 親子ペアの質問紙調査を実施し、定量分析

を行った。家庭の社会経済文化的背景、生徒

の学業成績、学歴希望、経済的知識の所有な

どの情報をより正確に把握するために、保護

者と生徒の両方に質問票を配布し、親子ペア

の質問紙調査を実施した。質問票の配布にあ

たって、学校の立地や生徒の都市部・農村部

出身、高校の類型などに十分配慮した。 

具体的には、研究目的を達成させるために、

研究期間中、以下の調査研究活動に取り組ん

だ。 
(1)アメリカの情報ギャップ、日中両国の中高

生の進路選択、大学進学費用、学生経済支

援に関する先行研究をレビューし、中国の

大学授業料徴収と学生経済支援拡充の最

新動向を把握した。 
(2)対象エリアと対象校の確定。山東省Ｚ市の

教育委員会・教育局と山東大学の研究者か

ら協力を得て、進路選択に直面する中学 4
年生(9th grade)と高校 3 年生(12th grade)を
対象学年とした。 

(3)対象エリアと対象校の状況を把握するた

め、予備調査として聞き取り調査を行った。 

(4)2つの学年を対象とする親子ペアの質問票

を完成した後、山東大学の研究者に依頼し

中学校と普通科高校で質問紙調査を実施

し、データの整理をした。 
(5)次年度では、まず対象エリアの職業高校に

おいて同様な調査を補足的に実施した。ま

た、初年度入手したデータの分析を行い、

日本の学会において一部の研究成果の口

頭発表をおこなった。中国の学会誌へ投稿

した学術論文は掲載された。 
(6)現在、職業高校で蒐集したデータの分析や

関連分析結果の日中比較に取り組んでい

る。 
 



 

 

４．研究成果 

 日本教育学会第 71 回大会において「中高

生の進路選択に及ぼす経済的知識所有の効

果」を題目とする研究発表を行い、さらに

“Effects of Information concerning 
College Tuition and Student Assistance on 
High School  Student's Educational 
Expectations”をタイトルとする論文を中国

教育経済学会編『教育と経済』に刊行された。

主な知見は以下の通りである。 
 
(1)Z 市では、普通科高校の授業料と省内公

立大学の授業料を知っている中高生の比率が

比較的高い。大学生への経済的支援もある程

度中高生に把握されている。 
 

 (2)中 4 では、高校と大学の授業料を知って

いるかどうかはともに性別、インターネット

の利用頻度、自宅で新聞を購読しているかど

うかに規定される(図表 1)。高 3 では、大学の

授業料を知っているかどうかは暮らし向き、

自宅で新聞を購読しているかどうかに規定さ

れる。裕福な家庭をもつ生徒ほど、自宅で新

聞を購読する家庭の生徒はそうでない生徒よ

り、省内大学の授業料を知っている。(図表 2)  
 

(3)中 4 では、経済的知識の所有は普通科高

校への進学を希望するかどうか、および最終

学歴希望に有意な影響を及ぼさない(図表 3 と

4)。高 3 では、普通科高校の生徒の 9 割以上

が進学を希望するため、大学院への進学を志

向するかどうかの規定要因を分析した。大学

院志向に対して、生徒の成績、自宅学習頻度、

知っているニードベース支援の数、大学の授

業料を知っているかどうか、親の教育年数は

統計的に有意な影響を及ぼす。知っているニ

ードベース支援の数は正の効果、大学の授業

料を知ることは負の効果が示される(図表 5)。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 1 

B 標準誤差 Wald 自由度 有意確率 Exp(B)

性別 .336 .151 4.945 1 .026 1.399

自己評価成績 -.113 .074 2.340 1 .126 .893

自宅学習頻度 .074 .063 1.396 1 .237 1.077

保護者者教育年数 -.032 .032 .992 1 .319 .969

インターネット利用頻度 .253 .088 8.309 1 .004 1.287

自宅新聞購読 .582 .179 10.585 1 .001 1.790

中所得層 .069 .181 .147 1 .701 1.072

高所得層 .027 .179 .022 1 .882 1.027

定数 .197 .481 .168 1 .682 1.218

モデル要約モデル要約モデル要約モデル要約

-2 対数尤度
Cox-Snell
R2 乗

Nagelkerke
R2 乗

1084.221 .036 .051

中4　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因中4　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因中4　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因中4　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因

 

図表 2 

B 標準誤差 Wald 自由度 有意確率 Exp(B)

性別 .076 .158 .229 1 .632 1.079

中学校時の成績 .035 .098 .125 1 .724 1.035

自宅学習頻度 .045 .055 .673 1 .412 1.046

母教育年数 .046 .032 2.031 1 .154 1.047

暮らし向き .260 .125 4.313 1 .038 1.298

自宅新聞購読有無 .495 .190 6.792 1 .009 1.641

インターネット利用頻度 .034 .085 .155 1 .694 1.034

定数 -.269 .652 .171 1 .679 .764

モデル要約モデル要約モデル要約モデル要約

-2 対数尤度

Cox-Snell

R2 乗

Nagelkerk

e R2 乗

1065.779 .020 .032

高高高高3　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因　省内大学の授業料を知っているかどうかの規定要因

 

 

図表 3 

B 標準誤差 Wald 自由度 有意確率 Exp(B)

性別 -.140 .218 .410 1 .522 .870

中所得層 -.036 .262 .019 1 .890 .964

高所得層 -.041 .262 .024 1 .877 .960

保護者教育年数 .105 .052 4.001 1 .045 1.110

自己評価成績 1.388 .119 136.954 1 .000 4.007

高校の授業料を知っている .207 .236 .773 1 .379 1.230

自宅学習頻度 .286 .087 10.837 1 .001 1.331

定数 -5.143 .738 48.503 1 .000 .006

-2 対数尤度

Cox-Snell

R2 乗

Nagelkerk

e R2 乗

579.478 .247 .410

モデル要約モデル要約モデル要約モデル要約

中4　普通科高校へ進学するかどうかの規定要因中4　普通科高校へ進学するかどうかの規定要因中4　普通科高校へ進学するかどうかの規定要因中4　普通科高校へ進学するかどうかの規定要因

 

 

図表 4 

標準化係

数

B

標準偏差

誤差 ベータ

(定数) 10.412 .474 21.977 .000

性別 -.180 .153 -.035 -1.173 .241

自己評価成績 1.146 .074 .464 15.417 .000

自宅学習頻度 .194 .064 .093 3.058 .002

保護者教育年数 .110 .032 .104 3.478 .001

中所得層 .019 .184 .004 .104 .917

高所得層 .021 .183 .004 .117 .907

大学の授業料を知っている -.133 .164 -.024 -.814 .416

中4　希望する教育年数の規定要因中4　希望する教育年数の規定要因中4　希望する教育年数の規定要因中4　希望する教育年数の規定要因
標準化されていない

係数

t 値 有意確率

 

 

図表 5 

B 標準誤差 Wald 自由度 有意確率 Exp(B)

性別 -.089 .130 .474 1 .491 .915

中学校時の成績 .618 .088 49.336 1 .000 1.855

自宅学習頻度 .153 .043 12.576 1 .000 1.165

暮らし向き -.068 .101 .452 1 .501 .934

知っているニードベースの数 .088 .038 5.356 1 .021 1.092

省内大学の授業料を知っている -.505 .166 9.288 1 .002 .604

母教育年数 .066 .026 6.495 1 .011 1.068

定数 -3.332 .560 35.370 1 .000 .036

モデル要約モデル要約モデル要約モデル要約

-2 対数尤度

Cox-Snell

R2 乗

Nagelkerk

e R2 乗

1418.739 .086 .114

高3　大学院志向の規定要因高3　大学院志向の規定要因高3　大学院志向の規定要因高3　大学院志向の規定要因
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